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文部科学省  高等教育局視学官
（併）私学部私学助成課長補佐
・専門官

児玉大輔
こだまだいすけ●1999年入省後、官
房総務課、生涯学習政策局、高等教育
局、初等中等教育局での勤務を経験し
て2009年より埼玉県教育局に出向、義
務教育指導課長などを歴任。その後、高
等教育局勤務を経て2014年９月から在
インド日本大使館に教育担当官として勤
務し、2018年４月より現職。

　
私
立
大
学
に
と
っ
て
は
関
心
の
高
い

私
立
大
学
等
改
革
総
合
支
援
事
業
。
２

０
１
９
年
度
は
、
＊1 「
骨
太
の
方
針
２

０
１
８
」
に
示
さ
れ
た
「
人
材
育
成
の

３
つ
の
観
点
」（
世
界
を
牽
引
す
る
人

材
、
高
度
な
教
養
と
専
門
性
を
備
え
た

人
材
、
具
体
的
な
職
業
や
ス
キ
ル
を
意

識
し
た
高
い
実
務
能
力
を
備
え
た
人

材
）
を
踏
ま
え
つ
つ
、
５
タ
イ
プ
か
ら

４
タ
イ
プ
に
再
編
さ
れ
た
。
新
た
な
枠

組
み
の
う
ち
、
タ
イ
プ
３
は
地
域
連
携

に
、
タ
イ
プ
４
は
産
学
連
携
に
特
に
関

わ
り
が
深
い
。

　
タ
イ
プ
別
に
変
更
ポ
イ
ン
ト
を
見
て

い
こ
う
。
タ
イ
プ
１
「
特
色
あ
る
教
育

の
展
開
」
は
、
２
０
１
８
年
度
の
タ
イ

プ
１
「
教
育
の
質
的
転
換
」
に
対
応
し

た
も
の
。す
で
に
２
０
１
８
年
度
か
ら
、

一
部
の
基
礎
的
な
取
り
組
み
に
該
当
す

る
項
目
が
一
般
補
助
の
「
教
育
の
質
の

指
標
」
に
移
行
し
て
い
る
。
尖
っ
た
取

り
組
み
を
拾
っ
て
特
色
化
を
促
し
、
画

一
的
な
構
造
を
変
え
る
べ
く
、
採
択
数

は
２
０
１
８
年
度
よ
り
絞
ら
れ
る
。

　
タ
イ
プ
２
「
特
色
あ
る
高
度
な
研
究

の
展
開
」
は
高
度
な
研
究
を
基
軸
と
し

た
特
色
化
・
機
能
強
化
に
取
り
組
む
大

学
を
支
援
す
る
も
の
だ
が
、
科
研
費
と

異
な
り
、
個
別
の
研
究
の
成
果
を
問
う

も
の
で
は
な
い
こ
と
に
留
意
す
る
こ
と

が
必
要
だ
。

　
タ
イ
プ
３
「
地
域
社
会
へ
の
貢
献
」

の
支
援
の
対
象
は
、
教
育
や
研
究
を
通

じ
て
地
域
を
盛
り
立
て
る
取
り
組
み

だ
。「
地
域
」
は
大
学
近
辺
に
限
定
さ

れ
て
お
ら
ず
、
遠
方
の
地
域
と
の
連
携

も
対
象
と
な
る
。
こ
れ
ま
で
は
他
大
学

等
と
連
携
し
た
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
に

参
画
し
て
い
る
こ
と
が
採
択
の
条
件

だ
っ
た
が
、
新
し
い
枠
組
み
で
は
単
独

の
大
学
に
よ
る
取
り
組
み
も
支
援
対
象

と
な
る
点
が
大
き
な
変
更
点
と
い
え
る
。

　
タ
イ
プ
４
「
社
会
実
装
の
推
進
」
は
、

２
０
１
８
年
度
の
タ
イ
プ
２
「
産
業
界

と
の
連
携
」
の
要
素
を
引
き
継
い
で
い

る
。
主
に
企
業
と
の
共
同
研
究
な
ど
が

想
定
さ
れ
つ
つ
も
、
社
会
全
般
で
の
知

識
・
技
術
の
応
用
例
が
許
容
さ
れ
る
見

込
み
だ
。一
方
で「
教
育
面
を
含
む
」「
イ

ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
」
と
い
っ
た
言
葉
は

削
ら
れ
て
お
り
、
純
粋
な
教
育
目
的
の

取
り
組
み
は
対
象
外
に
な
り
そ
う
だ
。

　
な
お
「
グ
ロ
ー
バ
ル
化
」
に
つ
い
て

は
、「
す
で
に
ど
の
大
学
も
当
た
り
前

に
取
り
組
む
べ
き
テ
ー
マ
」
と
の
考
え

か
ら
、支
援
事
業
の
対
象
外
と
な
っ
た
。

　
ま
た
今
回
、
特
別
補
助
で
あ
る
改
革

総
合
支
援
事
業
の
再
編
と
併
せ
て
、
経

常
費
補
助
に
お
け
る
一
般
補
助
の
割
合

が
約
１
％
上
げ
ら
れ
て
い
る
。
改
革
総

合
支
援
事
業
は
、あ
く
ま
で「
オ
プ
シ
ョ

ン
」
的
な
支
援
。
ま
ず
は
本
筋
の
一
般

補
助
に
し
っ
か
り
取
り
組
み
た
い
。

地
域
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
は

１
大
学
で
も
採
択
対
象
に

私
立
大
学
等
改
革
総
合
支
援
事
業

私
立
大
学
な
ら
で
は
の

地
域
連
携
を
支
援

私立大学等改革総合支援事業の再編まとめ
ーー地方私立大学の現状と課題をどのように
受け止めているか。
　少子化による学生募集への影響は大きな課
題です。特に地方においては、地元の大学に魅
力があれば大学進学したのにと考える層を取り
こぼしていないか、いま一度確認する必要があり
ます。多くの情報が流通している今、特色を上
手にアピールしないと高校生や保護者、高校教
員のアンテナには引っかかりません。
　また地域によっては、たとえ地元の大学を出
たとしても就職先は限定的であるため、就職の
段階で都市部に出ていく、という現実がありま
す。地元企業は高卒や専門学校卒者中心の
採用で、それゆえ大卒者だと何ができるのか、が
わからない状態なのでしょう。どれだけ地元経済
界のニーズをつかんでいるか？ が今後の地方私
立大学にとっての課題だと思います。
ーー地方私立大学にとってこれからの地域連
携に求められるものは？
　人口減社会の中では、少ない人数で社会を
支えていく必要があります。地域にとって大学
は、若手人材の供給源です。「地域に根差す大
学」をめざすのなら、学生を巻き込んだ継続的な
取り組みが求められます。教員が自治体の審議
会の委員を務める、単発の地域ＰＪをやるだけで
は、学生が地元で働き定着するサイクルを作る
ことは正直難しい。地域ぐるみで大学を卒業し
て10年後、20年後も地元で働いて生活できる
ような環境づくりが求められます。
　在学生だけでなく、卒業生に対しても「面倒
見がいい大学」が期待されますし、その前提とし
て、卒業生が卒業後はどこにいて何をしている
のかを追跡し、分析する必要があるでしょう
ーー２０１９年度のタイプ３「地域社会への貢
献」に込めた意図は。
　地方創生のプレーヤーとしての大学にとって
は、「地域にどう使ってもらうか？」がポイントで
す。しかし地域への一方的な献身ではなく、自学
の強みを生かした、学生の教育・成長に寄与す
る貢献であってほしいですね。学生を巻き込んだ
取り組み、さらに言えば学生の自立と生業の獲
得につながるような汎用的な力が付く取り組み
が望ましいと考えています。
　それゆえ、連携先選びが重要で、そのための
情報発信とマッチングが必要です。必ずしも地

元にこだわる必要はなく、学生を育ててくれる住
民や社会人がいるところ、お互いがお互いを大
切にできる地域を探す必要があるでしょう。地方
大学というアイデンティティは大事ですが、地方
にあるだけの大学では意味がありません。自学に
とっての「地域」はどこなのか、立地や行政区分
にこだわらず、地域連携のあり方を見直す機会
となれば幸いです。
ーー2018年のタイプ５「プラットフォーム形成」
と2019年のタイプ３の「地域社会への貢献」の
「プラットフォーム形成」との違いは？
　以前のパターンだと地方創生はプラットフォー
ムありきだと受け止められてしまっていた反省が
あります。参加大学がそれぞれの力を発揮し、補
い合える関係を想定していたのですが。
　今回は、単一の大学でも申請できるようにしま
した。中でも県庁所在地ではない場所にある私
立大学は、多くの場合その地域における最高学
府であるはずです。そうした大学が地域をリードし
やすくしたいという思いがあります。
ーータイプ４「社会実装の推進」の特徴は。
　企業は極めてシビアなステークホルダーです
が、地域産業に研究成果を生かせれば、地域の
エンパワーメントにつながりやすいでしょう。地域
の産業が抱える課題と、自学の得意分野のマッ
チングがカギだと言えます。
　また、「社会実装」という言葉を使ったのは、

「産学連携」というと理工系の学問のものと思
われがちだからです。私たちは大学と社会との連
携をより幅広くとらえているところであり、例えば
自治体の統合が進んだ今、住民の地元意識をど
のように再構築するか、といったテーマには社会
科学系の力が欠かせないはずです。
ーー今回の特別補助の見直しを通じて私立大
学に伝えたいメッセージは？
　全タイプを通して、地方に対する取り組みを厚
くしているつもりです。特に中小規模の大学に
励みにしてほしいとの意図を込めて、教員の人
数など規模に比例した支援ではなく、取り組み自
体への支援であるという面を強調した設計にし
ました。
　2020年度からは高等教育の無償化も始まる
見通しです。「人を育てる場」としての大学を起
点に、これら改革総合支援事業が大学改革のド
ライブになればと思っています。

私
立
大
学
の
経
営
に
と
っ
て
の

地
域
連
携
と
は
？

文科省
に聞く！

特集●これからの地域連携

私
立
大
学
等
改
革
総
合
支
援
事
業
は
、２
０
１
９
年
度
に
大
き
く
形
を
変
え
る
。

再
編
さ
れ
た
同
事
業
で
、地
域
連
携
が
ど
の
よ
う
に
位
置
付
け
ら
れ
て
い
る
の
か
を
ひ
も
と
く
。

政策動向 4

文
科
省

＊選定予定数の（ ）内は、実際の選定数／申請数　＊文部科学省資料を基に編集部で作成

教育の質的転換

年度 2018年度 2019年度

1
全学的な体制での教育の質的向上に向けた取り組み
を支援＋高大接続改革に積極的に取り組む大学等を
支援
〈選定予定数〉200校程度（142／420）

特色ある教育の展開
学修成果の可視化に基づく教育方法の改善や文理横断
的な教育プログラムの開発、教育の質向上に向けた特色あ
る教授・学習方法の展開を通じた教育機能の強化を促進
〈選定予定数・金額〉180校程度・1000万円程度／校

タ
イ
プ

産業界との連携

2
産業界と連携した高度な教育研究支援○教育面を含む産学
連携体制の構築○複数企業との長期インターンシップ○実
用化、事業化をめざした取り組み○共同研究、受託研究 等
〈選定予定数〉50校程度（47／100）

特色ある高度な研究の展開
社会的要請の高い課題の解決に向けた研究やイノベー
ション創出等に寄与する研究や他大学等と連携した研究
など、高度な研究を基軸とした特色化・機能強化を促進
〈選定予定数・金額〉50校程度・2000万円程度／校

タ
イ
プ

他大学等との広域・分野連携

3

国内の他の地域の大学等と連携した高度な教育研究
支援○特定分野の教育プログラム、教材の共同開発
○共同研究の実施○学生の受け入れ、派遣等
〈選定予定数〉50校程度（27／91）

地域社会への貢献
◯地域と連携した教育課程の編成や地域の課題解決
に向けた研究の推進など、地域の経済・社会、雇用、文
化の発展に寄与する取り組みを支援◯大学間、自治
体・産業界等との連携を進めるためのプラットフォーム形
成を通じた大学改革の推進を支援
〈選定予定数・金額〉150校程度［20～40グループ
含む］・1000万円程度／校

タ
イ
プ

グローバル化

4
国際環境整備、地域の国際化等、多様なグローバル化
を支援○実践的な語学教育○外国人教員・学生の比
率○地域のグローバル化への貢献 等
※必須要件：国際化推進に関するビジョン・方針の策定
〈選定予定数〉80校程度（78／150）

社会実装の推進
産業連携本部の強化や企業との共同研究・受託研究、
知的財産・技術の実用化・事業化、産業界と連携した社
会実装の推進に向けた取り組みを支援
〈選定予定数・金額〉100校程度・1000万円程度／校

タ
イ
プ

プラットフォーム形成

5

各大学等の特色化・資源集中を促し、複数大学間の連
携、自治体・産業界等との連携を進めるためのプラット
フォーム形成を通じた大学改革の推進を支援○複数校
の申請に基づき選定○スタートアップ型（体制の整備状
況を評価）と発展型（中長期計画の実施状況を評価）
の２層で支援
〈選定予定数〉20～40グループ（23／39）

タ
イ
プ

＊1　2018年6月15日に閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方針2018～少子高齢化の克服による持続的な成長経路の実現～」 取材・文／児山雄介


